
１ 調査方法

２ 回答期間

３ 回答者数

1,096者

※
※

４ 従業員規模

「休み方改革」に関するアンケート　取りまとめ結果

令和７年（2025年）11月

経済部経済企画局経済企画課

Ⅰ　実施概要

　「休み方改革」が北海道内でどの程度認知・理解されているのかを把握するとともに、北海道の皆様
が考える「休み方改革」の課題やメリット・デメリットを伺うため、企業・学校等にアンケートの回答
を依頼した。

建設業 124
製造業 78

情報通信業 2

インターネット回答によるアンケート調査

令和７年８月21日（木）～令和７年９月30日（火）

業種 回答者数
農業、林業 2

不動産業など 2
専門・技術サービス業など 5

宿泊業 31

運輸業、郵便業 5
卸売業、小売業 12
金融業、保険業 4

商工関連団体 90
教育委員会、学校 668
その他教育など 53

飲食サービス業 3
観光サービス業 2
医療、福祉 6

従業員規模 回答者数 割合
～３人 24 2.2%

その他 9
合計 1,096

商工関連団体には、商工会、商工会議所、商店街振興組合が含まれる。

その他には、鉱業、採石業、電気、ガス、水道業、放送業などが含まれる。

20人～29人 169 15.4%
30人～49人 212 19.3%

４人～９人 155 14.1%
10人～19人 258 23.5%

300人～ 28 2.6%
未回答 32 2.9%

50人～99人 160 14.6%
100人～299人 58 5.3%

合計 1,096 100%

2.2%

14.1%

23.5%

15.4%

19.3%

14.6%

5.3%
2.6% 2.9%

～３人 ４人～９人 10人～19人 20人～29人 30人～49人 50人～99人 100人～299人 300人～ 未回答



　企業・団体等において、認知・理解が『進んでいる』及び『おおむね進んでいる』と思っている
と回答した割合は57.7％だった。
　道内において認知・理解が『進んでいる』及び『おおむね進んでいる』と思っていると回答した
割合は37.9％だった。

（２）「休み方改革」につながる取組に共感・賛同できるか？

　企業等において、取組に共感・賛同『できる』及び『おおむねできる』と回答した割合は88.5％
である。

Ⅱ　結果

１　「休み方改革」について

（１）「休み方改革」の認知・理解は進んでいると思うか？

13.3%

44.3%30.7%

11.6%

企業・団体等での認知・理解

進んでいる おおむね進んでいる

あまり進んでいない 進んでいない

4.4%

33.5%

49.3%

12.9%

道内での認知・理解

進んでいる おおむね進んでいる

あまり進んでいない 進んでいない

35.2%

53.3%

10.1% 1.4%

共感・賛同

できる おおむねできる あまりできない できない

約4割
約6割

約9割



（３）すでに取り組んでいる「休み方改革」の取組

　最も多い取組は「年次有給休暇の取得率向上」79.9%(876者)、次いで「多様な特別休暇（夏期休
暇、育児休暇、リフレッシュ休暇など）の導入」72.7%(797者)だった。

（４）導入可能な「休み方改革」の取組

　最も多い取組は「年次有給休暇の取得率向上」60.6%(664者)、次いで「社内や団体(校)内におけ
る「休み方改革」の理解促進」55.2%(605者)だった。

79.9%

72.7%

40.6%

26.0%

9.9%

9.1%

8.9%

2.2%

0.1%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80%

年次有給休暇の取得率向上

多様な特別休暇（夏期休暇、育児休暇、リフレッシュ休暇

など）の導入

年次有給休暇の連続取得の促進

社内や団体(校)内における「休み方改革」の理解促進

平日に休業日を設定

自社や自団体(校)だけでなく、取引先や構成団体(校)等とも

一緒になって休み方改革を推進

祝休日を他の時期の平日に振り替えて会社独自で連休を設定

ワーケーションの促進

サービス業の場合、平日のみに使用できる割引特典等を提供

その他

すでに取り組んでいる取組

60.6%

55.2%

52.0%

46.3%

21.9%

12.4%

11.9%

6.0%

1.3%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80%

年次有給休暇の取得率向上

社内や団体(校)内における「休み方改革」の理解促進

多様な特別休暇（夏期休暇、育児休暇、リフレッシュ休暇

など）の導入

年次有給休暇の連続取得の促進

自社や自団体(校)だけでなく、取引先や構成団体(校)等とも

一緒になって休み方改革を推進

祝休日を他の時期の平日に振り替えて会社独自で連休を設定

平日に休業日を設定

ワーケーションの促進

サービス業の場合、平日のみに使用できる割引特典等を提供

その他

導入可能な取組



※全1,096者が自由記述で回答。記述内容を分類した。
　なお、記述内容によっては複数の分類に該当している。

※全1,096者が自由記述で回答。記述内容を分類した。
　なお、記述内容によっては複数の分類に該当している。

（５）「休み方改革」にどのようなメリットがあると思うか？

　「健康面の改善」36.8%(403者)に関する記述が最も多く、次いで「ワークライフバランスの向
上」27.8%(305者)だった。
　また、「特にメリットはない」6.9%(76者)だった。

（６）「休み方改革」にどのようなデメリットがあると思うか？

　「必要な人員の不足」28.2%(309者)に関する記述が最も多く、次いで「調整業務の難しさ」
20.1%(220者)だった。
　また、「特にデメリットはない」19.5%(214者)だった。

36.8%

27.8%

27.3%

24.5%

22.9%

11.7%

3.2%

2.6%

1.9%

1.8%

2.8%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40%

健康面の改善

ワークライフバランスの向上

業務の効率化・生産性の向上

モチベーション・創造性の向上

採用面での魅力や定着率の向上

心理的安全性の向上・雰囲気の改善

福利厚生の向上

働き方改革の推進

企業イメージ・ブランド価値の向上

教育効果の向上

その他

特にメリットはない

メリット

28.2%

20.1%

15.8%

11.6%

11.4%

9.1%

5.4%

3.4%

2.7%

2.6%

1.9%

1.6%

19.5%

0% 10% 20% 30% 40%

必要な人員の不足

調整業務の増加

業務の遅れ・納期の遅延

顧客・利用者対応の低下

従業員間での不公平感や不満

他の従業員の負担が増加

コストの増加・業績への悪影響

理解不足・社会的な批判

労働意欲の低下

生産性の低下

時間外勤務の増加

その他

特にデメリットはない

デメリット



※1,096者中672者が自由記述で回答。記述内容を分類した。
　なお、記述内容によっては複数の分類に該当している。

　「休んだ従業員のフォロー体制が不十分」35.3%(237者)に関する記述が最も多く、次いで「組織
内の意識改革」14.6%(98者)だった。
　また、「特に課題はない」4.2%(28者)だった。

　最も多い取組は「「休み方改革」に関する道内の理解促進や機運の醸成」56.9%(624者)、次いで
「「休み方改革」に取り組む企業が優遇措置などを受けられる制度の創設」43.5%(477者)だった。
　また、「特に期待していることはない」10.0%(110者)だった。

（８）道庁に期待する「休み方改革」の取組

（７）「休み方改革」にどのような課題があると思うか？

35.3%

14.6%

13.7%

12.5%

10.1%

6.0%

5.4%

5.2%

4.3%

3.6%

3.3%

3.6%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40%

休んだ従業員のフォロー体制が不十分

組織内の意識改革

取引先・関係者・社会全体の理解不足

制度運用の難しさ・業務調整が必要

業務の整理・生産性の向上が必要

業務の平準化が必要・平等に休みが取りづらい

人件費や利益の確保

本人や周囲の業務負担の増加

繁忙期や取引先の都合で休みづらい

教育の質・学習権への影響

従業員間で考え方に温度差がある

その他

特に課題はない

課題

56.9%

43.5%

37.0%

20.5%

13.4%

10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

「休み方改革」に関する道内の理解促進や機運の醸成

「休み方改革」に取り組む企業が優遇措置などを受け

られる制度の創設

「休み方改革」に取り組む企業の具体的なメリットの

紹介

「休み方改革」に取り組む先進的な企業の紹介

その他

特に期待していることはない

道庁に期待する「休み方改革」の取組



　(※)参考URL： https://aichi-meister.pref.aichi.jp/meister/

※1,096者中336者が自由記述で回答。記述内容を分類した。

　なお、記述内容によっては複数の分類に該当している。

※1,096者中343者が自由記述で回答。記述内容を分類した。
　なお、記述内容によっては複数の分類に該当している。

２　「休み方改革マイスター企業認定制度(※)」について

（１）メリット

　「社会的機運の醸成」27.4%(92者)に関する記述が最も多く、次いで「従業員の健康維持・ワー
クライフバランスの向上」及び「人材の確保や定着」17.9%(60者)だった。
　また、「特にメリットはない」14.3%(48者)だった。

（２）デメリット

　「企業間格差の拡大」23.6%(81者)に関する記述が最も多く、次いで「人員の不足」17.2%(59
者)だった。
　また、「特にデメリットはない」26.8%(92者)だった。

27.4%

17.9%

17.9%

13.7%

11.6%

7.1%

3.0%

9.5%

14.3%

0% 20%

社会的機運の醸成

従業員の健康・ワークライフバランスの向上

人材の確保や定着

優遇措置・入札加点・融資等

企業イメージ高まる

観光振興に貢献

業務の効率化・生産性の向上

その他

特にメリットはない

メリット

23.6%

17.2%

9.0%

8.5%

6.1%

5.2%

3.8%

9.0%

26.8%

0% 20%

企業間格差の拡大

人員の不足

制度の運用が難しい

コスト負担が増える

業務効率・生産性の低下

制度が浸透しない

効果が限定的

その他

特にデメリットはない

デメリット



　(※)参考URL： https://yasumikata.pref.aichi.jp/campaign/

※1,096者中350者が自由記述で回答。記述内容を分類した。

　なお、記述内容によっては複数の分類に該当している。

※1,096者中319者が自由記述で回答。記述内容を分類した。

　なお、記述内容によっては複数の分類に該当している。

３　「あいちスキ旅キャンペーン(※)」について

（１）メリット

　「観光振興に貢献」27.7%(97者)に関する記述が最も多く、次いで「経済効果」22.3%(78者)
だった。
　また、「特にメリットはない」12.9%(45者)だった。

（２）デメリット

　「休めない人の不公平感」18.5%(59者)に関する記述が最も多く、次いで「サービス業の負担増
加」及び「運用上の課題」13.5%(43者)だった。
　また、「特にデメリットはない」37.0%(118者)だった。

27.7%

22.3%

17.4%

13.4%

7.7%

3.1%

8.3%

12.9%

0% 20%

観光振興に貢献

経済効果

混雑の緩和・平準化

休暇取得の促進

休日が充実

休み方改革の推進

その他

特にメリットはない

メリット

18.5%

13.5%

13.5%

6.3%

5.6%

6.9%

37.0%

0% 20% 40%

休めない人の不公平感

サービス業の負担増加

運用上の課題

混雑や需要の集中

割引による収益低下

その他

特にデメリットはない

デメリット



①教育委員会、学校　以外(428者)

　最も多いメリットは「土日に休めない保護者等にとって、子供と過ごす時間が増える」の
64.3%(275者)、次いで「子供に合わせて平日に有休を取得するなど保護者等の休み方の見直しにつ
ながる」の50.0%(214者)だった。
　また、「メリットがあるとは思わない」13.6%(58者)だった。

４　「ラーケーション」について
（１）「ラーケーション」についてどう思うか？

（２）「ラーケーション」のメリット、デメリット

13.7%

40.1%

10.0%

5.1%

31.0%

全体(1,096者)

とても良いと思う 良いと思う あまり良くないと思う 良くないと思う よくわからない

5割超

13.3%

43.5%
8.9%

3.0%

31.3%

教育委員会、学校 以外(428者)

13.9%

38.0%

10.8%

6.4%

30.8%

教育委員会、学校(668者)

5割超 5割超

64.3%

50.0%

42.1%

38.8%

18.2%

2.8%

13.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

土日に休めない保護者等にとって、子供と過ごす

時間が増える

子供に合わせて平日に有休を取得するなど

保護者等の休み方の見直しにつながる

平日の外出や観光などにより地域経済の活性化に

つながる

校外（家庭や地域）でしかできない学びを

得ることができる

子供が自ら学ぼうとする力が育つ

その他

メリットがあるとは思わない

メリット



②教育委員会、学校(668者)
(i)メリット

※668者中365者が自由記述で回答。記述内容を分類した。

　なお、記述内容によっては複数の分類に該当している。

　

　最も多いデメリットは「経済的な事情や保護者の職業など様々な理由でラーケーションの取得に
不公平が生じる」63.8%(273者)、次いで「休んだ日の授業内容を自習等で補わなければならず、学
習への遅れが生じる懸念がある」の55.1%(236者)だった。
　また、「デメリットがあるとは思わない」10.3%(44者)だった。

　「家族の時間が充実」46.0%(168者)に関する記述が最も多く、次いで「体験学習の機会が増
加」39.7%(145者)だった。
　また、「特にメリットはない」8.5%(31者)だった。

63.8%

55.1%

30.8%

29.9%

24.3%

4.9%

10.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

経済的な事情や保護者の職業など様々な理由で

ラーケーションの取得に不公平が生じる

休んだ日の授業内容を自習等で補わなければな

らず、学習の遅れが生じる懸念がある

給食停止の手続きや欠席者への宿題の連絡など

教員の負担が増加する

校外（家庭や地域）での学びにかかる費用に

よって、保護者等の経済的負担が増える

校外（家庭や地域）での学びの準備や当日の活

動によって、保護者等の時間的負担が増える

その他

デメリットがあるとは思わない

デメリット

46.0%

39.7%

11.0%

5.8%

3.3%

8.5%

8.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

家族の時間が充実

体験学習の機会が増加

保護者の教育意識の向上

子どもの学習意欲の向上

子どもの心身のリフレッシュ

その他

特にメリットはない

メリット



(ii)デメリット

※668者中364者が自由記述で回答。記述内容を分類した。

　なお、記述内容によっては複数の分類に該当している。

(iii)課題

※668者中306者が自由記述で回答。記述内容を分類した。

　なお、記述内容によっては複数の分類に該当している。

以上

　「学習の遅れ」44.0%(160者)に関する記述が最も多く、次いで「経済格差・家庭環境の差が
出る」30.2%(110者)だった。
　また、「特にデメリットはない」9.3%(34者)だった。

　「運用の統一などルール作り」35.9%(110者)に関する記述が最も多く、次いで「学習保障へ
の対応」及び「教職員の負担が増加」20.3%(62者)だった。
　また、「特に課題はない」3.6%(11者)だった。
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7.7%

5.5%

4.7%

6.3%

9.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

学習の遅れ

経済格差・家庭環境の差が出る

保護者の負担が増加

教職員の負担が増加

単なる休暇となる懸念

学校行事に支障が生じる

子どもの心理面への悪影響

その他

特にデメリットはない

デメリット

35.9%

20.3%

20.3%

16.0%

14.4%

9.2%

4.2%

3.6%

3.3%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

運用の統一などルール作り

学習保障への対応

教職員の負担が増加

社会的理解・周知の不足

経済格差・家庭環境の差

保護者の負担が増加

導入の必要性が不明

学校行事・運営への影響

その他

特に課題はない

課題



1 

 

「休み方改革」に関するアンケート 

 

日頃から道政の推進に格別のご理解とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

 さて、官民一体で働く人が休みやすい環境をつくる取組である「休み方改革」については、愛知県

や山口県などで積極的に取り組まれているところであり、北海道庁では、「休み方改革」がどの程度

認知・理解されているのかを把握するとともに、皆様が考える「休み方改革」の課題やメリット・デ

メリットについてお聞かせいただきたいと考えております。 

つきましては「休み方改革」に関するアンケートを行いますので、お忙しいところ大変恐れ入りま

すが、ご回答をいただきますようお願い申し上げます。 

 

 １ プロフィール 

(1)[必須]ご所属形態（団体(校)、企業等）を選択してください。 

選択肢：・団体(校) ・企業 ・個人事業主 ・その他(自由入力) 

 

(2,3)【（1）ご所属形態で、「団体(校)」以外 or「団体(校)」で一部表示内容変更】 

[必須]企業・貴団体(校)名をご記入ください。 

 

 

(4)[必須]ご担当者(部署・役職名・お名前)をご記入ください。 

（記載例）営業部・部長・北海道太郎 

 

 

(5)[必須]電話番号をご記入ください。 

(記載例)Tel:011-231-4111 

Tel: 

 

(6)メールアドレスをご記入ください。 

 

 

(7)郵便番号をご記入ください。 

（記載例）〒０６０－８５８８ 

〒 

 

(8)ご住所をご記入ください。 

（記載例）札幌市中央区北３条西６丁目 

 

 

(9)[必須]業種を選択してください（主な業種１つにチェックをつけてください）。 

選択肢：・農業、林業  ・漁業  ・鉱業、採石業など  ・建設業  ・製造業 

・電気、ガス、水道業など ・情報通信業  ・運輸業、郵便業 ・卸売業、小売業 

・金融業、保険業  ・不動産業など  ・専門・技術サービス業など  ・宿泊業 

・飲食サービス業  ・教育委員会、学校  ・その他教育など  ・医療、福祉   

・その他サービス業  ・その他(自由入力) 

 

(10,11)【（1）ご所属形態で「企業」のときのみ[必須]とする】従業員規模を選択してください。 

選択肢：・～３人  ・４人～９人  ・10人～19人  ・20人～29人  ・30人～49人 

・50人～99人  ・100人～299人  ・300人～ 
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２ 「休み方改革」について 

〇「休み方改革」とは 

 休暇が一時期に集中するのを見直し、企業に有給休暇の取得を促すなど、官民一体で働く人が休

みやすい環境をつくる取組のことです。 

 「休み方改革」を通して、ワーク・ライフ・バランスの推進や生産性向上、地域活性化などの観

点から日本人の休み方を見直すのが目的です。 

（【別紙】「休み方改革」概要の１ご参照） 

 

(12,13)【（1）ご所属形態で、「団体(校)」以外 or「団体(校)」で一部表示内容変更】 

[必須]貴社 or貴団体(校)において、「休み方改革」の認知・理解は進んでいると思いますか？  

選択肢：・進んでいる  ・おおむね進んでいる 

・あまり進んでいない  ・進んでいない 

 

(14) [必須] 道内において、「休み方改革」の認知・理解は進んでいると思いますか？ 

選択肢：・進んでいる  ・おおむね進んでいる   

・あまり進んでいない  ・進んでいない 

 

(15)(14)で回答いただいた内容について、その理由をご記入ください。 

 

 

〇「休み方改革」につながる取組例 

【自社における「休み方改革」につながる取組】 

  例えば、「有給休暇を取得するよう職員に声掛けする」といった小さな取組であっても、 

「休み方改革」につながる取組となります。 

   ・年次有給休暇の取得率向上 

・年次有給休暇の連続取得の促進 

   ・多様な特別休暇（夏期休暇、育児休暇、リフレッシュ休暇など）の導入 

   ・祝休日を他の時期の平日に振り替えて会社独自で連休を設定 

   ・平日に休業日を設定 

   ・ワーケーションの促進 

  【本道における「休み方改革」につながる取組】 

・サービス業の場合、平日のみに使用できる割引特典等を提供 

 ※割引特典を設けることで、平日に休みを取る人の需要喚起が見込まれます。 

（【別紙】「休み方改革」概要の４①②ご参照） 

 

(16)[必須]「休み方改革」につながる取組に共感・賛同できますか？ 

選択肢：・できる  ・おおむねできる  ・あまりできない  ・できない 

 

(17)[必須](16)で回答いただいた内容について、その理由をご記入ください。 
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(18,19)【（1）ご所属形態で、「団体(校)」以外 or「団体(校)」で一部表示内容変更】 

[必須]貴社 or貴団体(校)において、すでに取り組んでいる内容について教えてください。 

  選択肢：・社内 or団体(校)内における「休み方改革」の理解促進   

・年次有給休暇の取得率向上  ・年次有給休暇の連続取得の促進  

・多様な特別休暇（夏期休暇、育児休暇、リフレッシュ休暇など）の導入 

        ・祝休日を他の時期の平日に振り替えて会社独自で連休を設定 

・平日に休業日を設定  ・ワーケーションの促進   

・サービス業の場合、平日のみに使用できる割引特典等を提供 ※割引特典を設け 

ることで、平日に休みを取る人の需要喚起が見込まれます。 

        ・自社 or自団体(校)だけでなく、取引先 or構成団体(校)等とも一緒になって休み 

方改革を推進    

・その他(自由入力) 

 

(20,21) 【（1）ご所属形態で、「団体(校)」以外 or「団体(校)」で一部表示内容変更】 

[必須] 貴社 or貴団体(校)において、「休み方改革」に向けて、どのような取組であれば、 

導入可能でしょうか？ 

  選択肢：・社内 or団体(校)内における「休み方改革」の理解促進   

・年次有給休暇の取得率向上 

・年次有給休暇の連続取得の促進  

・多様な特別休暇（夏期休暇、育児休暇、リフレッシュ休暇など）の導入 

        ・祝休日を他の時期の平日に振り替えて会社独自で連休を設定 

・平日に休業日を設定  ・ワーケーションの促進   

・サービス業の場合、平日のみに使用できる割引特典等を提供 ※割引特典を設け 

ることで、平日に休みを取る人の需要喚起が見込まれます。 

        ・自社 or自団体(校)だけでなく、取引先 or構成団体(校)等とも一緒になって休み 

方改革を推進    

・その他(自由入力) 

 

(22,23)【（1）ご所属形態で、「団体(校)」以外 or「団体(校)」で一部表示内容変更】 

[必須]貴社 or貴団体(校)において「休み方改革」を進めた場合、どのようなメリットがあ 

ると思いますか？ 

 

 

(24,25)【（1）ご所属形態で、「団体(校)」以外 or「団体(校)」で一部表示内容変更】 

[必須]貴社 or貴団体(校)において「休み方改革」を進めた場合、どのようなデメリットが 

あると思いますか？ 

 

 

(26,27)【（1）ご所属形態で、「団体(校)」以外 or「団体(校)」で一部表示内容変更】 

貴社 or貴団体(校)において、「休み方改革」につながる取組を導入していく上で、課題は 

何でしょうか？(ご意見･ご感想をご記入ください。)  
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(28)[必須]「休み方改革」を進めていく上で、道庁に期待することは何でしょうか？ 

選択肢：・「休み方改革」に関する道内の理解促進や機運の醸成 

・「休み方改革」に取り組む先進的な企業の紹介 

・「休み方改革」に取り組む企業の具体的なメリットの紹介 

・「休み方改革」に取り組む企業が優遇措置などを受けられる制度の創設 

・特に期待していることはない 

・その他（自由入力） 

 

３ 「休み方改革」に関する他県の取組について 

〇「休み方改革」を進めるため、愛知県では次のような取組が行われています。 

・休み方改革マイスター企業認定制度 

愛知県が、年次有給休暇の取得及び多様な特別休暇の導入を積極的に推進している中小企業等

を「愛知県休み方改革マイスター企業」として認定し、優遇措置(入札における加点、休み方改

革の制度融資の対象、知事表彰等)などにより後押しします。 

・あいちスキ旅キャンペーン 

愛知県が、平日などの閑散期に限定した割引特典等を提供する観光関連事業者を募集し、その  

  特典内容を、愛知県のサイト等で PRします。 

（【別紙】「休み方改革」概要の４④ご参照） 

 

(29)「休み方改革マイスター企業認定制度(有給休暇等の導入を積極的に推進している中小企業等 

   を優遇)」に、北海道で取り組む場合、どのようなメリットがあると思いますか？ 

 

 

(30)「休み方改革マイスター企業認定制度(有給休暇等の導入を積極的に推進している中小企業等 

を優遇)」に、北海道で取り組む場合、どのようなデメリットがあると思いますか？ 

 

 

(31)「あいちスキ旅キャンペーン(平日などに限定した割引特典等を PR)」に、北海道で取り組む 

   場合、どのようなメリットがあると思いますか？ 

 

 

(32)「あいちスキ旅キャンペーン(平日などに限定した割引特典等を PR)」に、北海道で取り組む 

場合、どのようなデメリットがあると思いますか？ 

 

 

４ 「ラーケーション」について 

〇「ラーケーション」とは 

「ラーニング（学習）」と「バケーション（休暇）」を組み合わせた造語で、保護者等の平日休暇

日に、子供が学習休暇を取得する仕組みです。子供が保護者等とともに、平日に、校外（家庭や地域）

で、体験や探究の学び・活動を行う良い機会となります。 

（【別紙】「休み方改革」概要の４③ご参照） 

 

（33）[必須]愛知県や山口県などで導入している「ラーケーション」について、どう思いますか？ 

   選択肢：・とても良いと思う ・良いと思う ・あまり良くないと思う ・良くないと思う 

       ・よくわからない 

 

（34）(33)で回答いただいた内容について、その理由をご記入ください。 
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（35）[必須]【（9）業種で「教育委員会、学校」以外の場合のみ表示】 

「ラーケーション」について、どのようなメリットがあると思いますか？ 

選択肢： 

・土日に休めない保護者等にとって、子供と過ごす時間が増える 

・子供に合わせて平日に有休を取得するなど保護者等の休み方の見直しにつながる 

・校外（家庭や地域）でしかできない学びを得ることができる 

・子供が自ら学ぼうとする力が育つ 

・平日の外出や観光などにより地域経済の活性化につながる 

・メリットがあるとは思わない 

・その他(自由入力) 

 

（36）[必須]【（9）業種で「教育委員会、学校」以外の場合のみ表示】 

「ラーケーション」について、どのようなデメリットがあると思いますか？ 

選択肢： 

・休んだ日の授業内容を自習等で補わなければならず、学習への遅れが生じる懸念がある 

・経済的な事情や保護者の職業など様々な理由でラーケーションの取得に不公平が生じる 

・校外（家庭や地域）での学びにかかる費用によって、保護者等の経済的負担が増える 

・校外（家庭や地域）での学びの準備や当日の活動によって、保護者等の時間的負担が増える 

・給食停止の手続きや欠席者への宿題の連絡など教員の負担が増加する 

・デメリットがあるとは思わない 

・その他(自由入力) 

 

（37）【（9）業種で「教育委員会、学校」の場合のみ表示】 

教育現場として、「ラーケーション」について、保護者や子供にとってどのようなメリッ 

トがあると思いますか？ 

 

 

（38）【（9）業種で「教育委員会、学校」の場合のみ表示】 

教育現場として、「ラーケーション」について、保護者や子供にとってどのようなデメリ 

ットがあると思いますか？ 

 

 

（39）【（9）業種で「教育委員会、学校」の場合のみ表示】 

また、「ラーケーション」の導入や実施について、制度の運用上の課題は何でしょうか？ 

 

 

～質問は以上です。ご回答をいただき、誠にありがとうございます。～ 

 

以上 

 

 

 


